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価値創造力＝新たな「価値」を生み出す力

• 新製品・新産業を生み出し、地域に稼ぎをもたらす力
• 社会が直面する課題に対し、新たな解決策を提案・実行
する力

• 新たなライフスタイルを実践し、人々の生き方・暮らし方を
変えていく力 等

新たな「価値」
の創造

多様な人材 ＋
コミュニ
ケーション

視点・論点 ～ 「価値創造力」の強化 ～
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○ 出生率向上の取組によっても短中期的な人口自然減は不可避。

○ 本格的な人口減少下にあって、厳しい国際競争に打ち勝ち、活力ある地域社会を目指すためには、
北海道の「価値創造力」を高めることが不可欠。

人々を引きつける
多様な場の創出

道内外・海外との
連携の強化

新たな「価値」は、多様な人材が活発な交流／
コミュニケーションを経験することで醸成

地域の課題解決・活性化に携わる
「活動人口」の増加で人口減少を
カバー

人々の集積の薄さをコミュニケー
ションの密度でカバー、ICTで距離
を克服

人が輝く
地域社会

世界に目を
向けた産業

• 地域の課題をイノベイ
ティブに解決

• 豊かな自然環境の下
で21世紀の暮らし方を
再定義

• 世界で認められる北海
道の食や観光

→ 国際的なブランドの確
立で更なる好循環へ

≪コンセプト≫

≪対応の方向性≫

• 多様な人々が引きつけられ、
暮らしやすい・活躍しやすい環
境を道内各地で整備

• 多様な人々の出会い・交流の
機会を創出

これらの活動を担う多様な地域づくり人材の発掘・育成の支援
関係者が一丸となって課題解決に取り組む産学官金連携のプラットフォームづくり

推進のポイント



世界に認められる北海道の取組例

「ガーデンフェスティバル・オブ・ザ・イヤー」受賞

新得町のチーズ「さくら」国際的なコンテストで金賞

国際家具デザインフェア旭川

• 家具や木工を中心に地場産業が発展
してきた旭川では、平成2年から3年ご
とに「国際家具デザインフェア旭川」が
開催されている。

• 第9回となる平成26年は世界36カ国・
地域にわたって870件の応募があるな
ど、親密な国際的交流を図る場として
定着している。

• また、「旭川家具センター」では、旭川
家具が常時1,700点展示され、市の観

光コースに組み込まれるなど、旅行地
としての魅力向上に貢献している。

出典：国際家具デザインフェア旭川
開催実行委員会ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

世界に誇るパウダースノー

出典：北海道運輸局

平成26年度は11名のインスト
ラクターが誕生（H25は6名）

○ 北海道の豊かな資源特性を活かした取組が世界で認められている。

• パウダースノーは世界が認めるコンテンツ
の一つ。

• スノーリゾートとしてブランド化すべく、
「Hokkaido Snow Travel Expo」等を開催
し、PRに努めている。

• また、北海道在住の留学生をスキーイン
ストラクターとして育成する等、外国人旅
行客の受入体制の充実を図っている。

• 特にニセコは、旅行業界の権威ある賞で
ある「ワールド・スキー・アワード2014」で
日本の全部門最優秀賞を獲得。

• 新得町「共働学舎新得農場」で
は、牛にストレスを与えないこと
にこだわり、牧場内でとれた牛
乳だけを使用するなど徹底的に
メイド・イン・ジャパンを追求した
チーズ「さくら」を生産。

• 国際的チーズコンテスト「山の
チーズオリンピック」で、本場の
欧州をおさえて日本初の金メダ
ルを獲得し、世界のチーズ通に
衝撃を与えた。

• 十勝・上川で展開されている
北海道ガーデン街道、ガーデ
ンショーなどの一連の取組が、
平成27年、国際ガーデンツー
リズム協会の「ガーデン・フェ
スティバル・オブ・ザ・イヤー」
を受賞。

• 北海道の風土に根ざした
ガーデン文化を発信する意
欲的な取組が、ガーデンツー
リズムの国内先進事例として
評価された。

金メダルのチーズ「さくら」
平成20年に開催された洞爺湖

サミットの晩餐会のメニューにも
なった。

出典：共働学舎新得農場ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

出典：北海道ガーデンショーﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 2

Hokkaido Snow Travel Expo



Ⅰ．人々を引きつける多様な場の創出

○ 人口減少の進展により、「人」は相対的に希少資源に。

○ 付加価値の創出や地域の課題解決等に携わる多様な人材を引きつけ、育て、その対流を促進するこ
とが必要。

○ 人口減少・高齢化の進展により、

• 労働力人口・需要の減少による地域経済の活力
低下や縮小スパイラルの進展が懸念

• 地域における医療・福祉・介護、教育、商業等の
都市機能・生活機能の低下、人々のつながりや
地域文化・伝統の途絶といった、コミュニティの
衰退が懸念

現状と課題

出典：内閣府「県民経済計算」、北海道「住民基本台帳人口」

北海道における生産年齢人口と道内総生産

出典：北海道「成熟社会に関する調査分析事業報告書」（平成25年1月）

人口減少と高齢化の進行に伴う地域の問題点
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Ⅰ．人々を引きつける多様な場の創出

○地域経済の活力向上、地域におけるコミュニティの
活性化のためには、多様な人材の確保、対流の促
進が重要

「多様な人材の確保、対流の促進」の状況を

「活動人口」として考える

○活動人口を確保するための施策の方向性

① 定住人口を増やす
・居住環境の魅力を活かした移住・定住の促進

（居住環境の整備・情報発信、若者の学びの
機会の確保による定住の拡大 など）

② 定住人口活動量を増やす
・若者、高齢者、女性等の参画拡大

（起業・創業支援、雇用のミスマッチの解消、
活躍の場づくり など）

・新たなライフススタイル、働き方の普及支援

③ 交流人口を増やす
・道内、道外や海外の人々の交流促進

（自然や食育をテーマとしたツーリズムなど）

④ 交流人口活動量を増やす
・ボランティアなどを通じた地域活動への参加

（除雪ボランティア、商品開発ワークショップ
など）

施策の方向性

○ インターネットの発達や価値観の多様化の進展により、「場所」の重要性が増大。

○ 多様な人々が引きつけられ、暮らし活躍しやすい環境を道内各地で整備していくことにより、交流人口
も含め、地域社会で活動人口を確保。

活動人口

4



取組例） 定住人口及びその活動量の増加に向けて

若者への学習機会提供による定住促進女性が活躍できる環境づくり

移住促進のための情報発信

• NPO法人「住んでみたい北海道推進会議」は、平成18年４月、
民間企業10者と移住促進に意欲的な自治体（平成22年11月現
在88市町村）で構成する「北海道移住促進協議会（事務局：Ｎ
ＰＯ法人「住んでみたい北海道推進会議」）」と民間企業が協働

• ホームページなどの各種媒体
による交流・移住情報の発信
をはじめ、首都圏等でのプロ
モーションや道内各地域での
移住体験、その他関連事業
等を実施している。

新たなライフスタイル・働き方

【コワーキング】
• 企業や組織に所属しない（または企業・組

織の枠を越えて）様々な能力を持つ人たち
が集い、ノウハウを共有し、協働しながら
仕事を行う「コワーキング（Coworking）」と
いう新しい価値観、新しい働き方が若い世
代を中心に注目されている。

• 北海道においても、札幌市をはじめ、旭川
市、函館市、帯広市等にコワーキングス
ペーが開設されている。

「さっぽろ大通コワーキングス
ペース ドリノキ」（札幌市内）

出典：さっぽろ大通コワーキン
グスペース ドリノキ
ホームページ

○ 女性、若者、高齢者等が個性と能力を発揮して活躍できる環境整備や新たなライフスタイルの実践を促進。

【テレワーク】
• 北海道では「北海道での遠隔地テレワーク」（体験移住と組み合

わせたテレワーク）の道外企業等への周知等に取り組んでいる。

して設立された。官民一体と
なった全国初の取組。

• 農業研修生の受け入れを行うため、酪
農・畜産・ 畑作農家が「協議会」を設
立。道内に在住する修了生の多くが農
業に従事している。

【就農を目指す女性支援】
• 新得町では、農業にあこがれる女性の

ために、平成８年に全国初の就農をめ
ざす独身女性向け研修施設「新得町立
レディースファームスクール」を開校。

出典：新得町ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

【女性の起業支援「EZONA(エゾーナ)」】
• 地域に役立てるような活動、起業を志す女性たちをサポート

するため、様々な資格を持つメンバーによる起業相談やセミ
ナーの開催などの支援活動に取り組んでいる。

• 音威子府村では、平成14年、
存続の危機にあった音威子府
高校を「北海道おといねっぷ
美術工芸高等学校」に変更
し、工芸コースと美術コースの
選択制を導入。生徒数は大幅
に増加。

• 音威子府村の人口792人（平
成27年4月末)に対し、全校生
徒数は112名。道内外から生
徒が集まり、地域の活性化に
大きな影響を与えている。

出典：全国町村会ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

【参考】平成27年度生徒出身地
・上川管内 32人 ・石狩管内 30人
・宗谷管内 6人 ・ほか道内 27人
・北海道外 17人 （全112人中）

北海道暮らしフェアの様子
出典：NPO法人北海道移住促進協議会ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
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取組例） 交流人口及びその活動量の増加に向けて
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• 標津町では、都市住民に対して、サーモンフィッシング、秋サ
ケの加工体験、郷土料理づくりなど、地域資源である「サケ」を
中心に据えた多様な観光体験プログラムを提供。

• 近年、豪雪過疎地域において、急
速に進行する高齢化や過疎化に
よる除雪の担い手不足が，深刻な
問題となっている。

• この問題に対して、雪処理の担い
手を地域外から調達する「雪はね
ボランティア」という取組が北海道
で行われている。

• 除雪の後は、受入側とボランティ
ア参加者の交流会を行い、相互の
充足感を高めている。

• 当初、「サケ」から始まった取組
は、現在は、酪農、温泉等、様々
な地域資源を活かした「エコツーリ
ズム」として発展。

• 現地での観光案内は、地元の人
からなる町民ガイドにより行われ
ている。

• 枝幸町の漁協女性部では、産地と消費地の交流という考えのも
と、平成１９年から東京の東都生協と交流事業を行っている。

産地
枝幸町

消費地
東京

交流

・年２回の交流ツアー

・東京で料理教室を開催

【枝幸町で行う主な交流事業】
・稚貝・稚魚放流 ・調理体験 ・植樹体験

• 東京から年２回のツアーを受け入れるだけではなく、毎年、枝幸
の食材を使った料理教室を東京で開催しており、活発な交流を
続けている。

• 上士幌町では、昭和１０年築の廃校校舎を利用した林間学校を
開校し、都市の住民を受け入れ。

【主な交流事業】
・農業体験交流ツアー
・冬の十勝ジビエツアー
・商品開発ワークショップ

• 冬の十勝ジビエツアーでは、参加者はハ
ンターに同行し、エゾシカ被害の実態や、
エゾシカの有効活用策について学ぶ。

• また、参加者が上士幌の特産品を味わう
と共に、商品開発ワークショップ等を開催
している。

○ 北海道の豊かな自然環境に対するニーズの高まりや、社会貢献・人々とのつながりを求める志向に対
応し、北海道らしい体験や共助の活動機会を創出。

地域のニーズに沿ったボランティア活動による交流 地域資源を中心に据えた観光交流

産地と消費地間の活発な交流地域の魅力向上に資する都市との交流

雪はねボランティアの様子

出典：ボランティア活動による広域
交流イノべーション推進研究会

サーモンフィッシングの様子

出典：北海道根室振興局ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

出典：農林水産省ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

出典：
東都生協
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ



○ グローバル化が進展する中
・創造的な人材を確保するための国際的な競争は激化し、「多様性」の受容とコ

ミュニケーションの拡大深化によるイノベーションがこれまで以上に重要に
・北海道は観光やビジネスで海外に出かける人が少なく、国際化の遅れが指摘
・北海道新幹線の開業やアジア諸国からの外国人観光客の増加など、交流拡

大の好機を活かした多様な連携が課題

○多様な人材の対流を引き起こすためには、これまで以上に多様な地域間連携を生み出していくことが
必要。

○地域が動き出していくきっかけに外部からの視点が重要であり、多様な人々の出会い・交流の機会を
創出。

Ⅱ．道内外・海外との連携強化

7

現状と課題

順位 全体 韓国 中国 台湾 香港 タイ
シンガ
ポール

マレー
シア

インドネ
シア

１位 東京 東京 東京・富
士山

東京 東京 富士山 東京 東京 東京

２位 富士山 大阪 北海道 富士山 東京 富士山 富士山 富士山

３位 大阪 富士山 大阪 富士山・
大阪

大阪 京都・大
阪

北海道 大阪 大阪

４位 北海道 京都 北海道・
京都

北海道 大阪 北海道 京都

５位 京都 札幌 京都 沖縄 北海道 京都 京都 北海道

出典：政策投資銀行「アジア８地域・訪日外国人旅
行者の意向調査（平成２６年版）」をもとに作成

日本の観光地の認知度

出典：総務省「人口推計」、法務省「出入国管理統計」をもとに作成

純増交流人口 42.4万人

総 消 費 額 663億円

経済波及効果 964億円

北海道

出典：北海道「北海道新幹線札幌延
伸による経済波及効果調査事業調
査報告書」
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○ 道内外との広域的な連携

• 北海道新幹線の開業を契機とし
た北日本連携強化
（青函圏連携、広域的な観光戦略など）

○ 海外との交流強化

• 世界で認められる独自の文化、コ
ンテンツ、製品など、北海道ブラ
ンドの確立による好循環
（道産品の海外展開、プロモーションの
強化など）

• 北方諸国との交流や、経済成長
が著しいアジア諸国からの留学
生の受け入れ等、グローバルな
人材ネットワーク形成
（海外との連携、人的ネットワーク構築
など）

• 海外寒冷地における農業生産や
インフラ整備に関する技術の展開
（道内企業の海外展開、技術支援など）

施策の方向性



Ⅱ．道内外・海外との連携強化
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○ 国内各地や海外との連携強化・ネットワークの構築を通じ、北海道全体を人々をひきつける「磁場」とし
て形成。

寒冷地技術の展開 道産品の海外展開

ホーチミン市内日本食料理店で提供さ
れる根室産サンマ 出典：根室市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

北海道産スイーツをバンコク市内で販
売展開する「Farm Designs」（浜中町）
出典： Farm Designsﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞグローバルな

人材ネットワーク形成

北海道庁・北海道大学・北洋銀行によるＡ
ＳＥＡＮ地域との連携覚書 出典：北洋銀行

ユジノサハリンスク代表団による寒
冷地技術に係る施設見学
出典：旭川市国際交流センターﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

青函圏サイクル・ツーリズム研究会
出典：函館開発建設部ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

世界遺産登録を目指す北海道・北東北の
縄文遺跡群（函館市南茅部地域）

道内企業が参画したウラジオストク市
内の斜張橋 出典：富山県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

海外寒冷地への
技術展開

北海道ブランドの確立

北日本連携の強化

グローバルな
人材ネットワーク形成

北日本連携の強化

北海道大学の外国人留学生卒業ネットワー
ク（学術交流の協力・支援を行う北京オフィ
スの開設） 出典：北海道大学 出典：函館市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ出典：国土地理院ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ（地図）



取組例） 道内外・海外との連携強化

寒冷地技術や施工管理技術の海外普及

• 北海道では積雪寒冷地特有の厳しい条件
下における様々な課題を克服するための多
くの土木技術が開発、適用されるとともに、
これらの成果や知見が蓄積されている。

• 旭川市では、JICAの技術協力事業を通じ、
モンゴルにおける再開発・区画整理ガイドラ
イン策定支援を行い、寒冷地における道路
工事の品質確保に向けた監督員の現場指
導・検査能力向上の支援を進めている。

旭川市内工事現場での研修

出典：JICAﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

• 十勝出身の都内在住者らで構成されるグループ「ワイガヤ十勝」
が十勝を観光地として日本を含む世界へ認知してもらうため、「マ
イ・リトル・ガイドブック」という短編観光ＰＲ映画を制作。

ＩＣＴを活用した新しい情報発信

「マイ・リトル・ガイドブック」
出典：ワイガヤ十勝

• インターネット上で出資を募
るクラウドファンディングで制
作費を調達。

• 中国・台湾をターゲット層とし
ており、主演には台湾の女
優を起用。

• 完成後は出資者へ先行公開
の後、「YouTube」で世界へ
発信。

• また、道内企業にはロシア・サハリン州や、モンゴル等へ北海道
の高断熱・高気密住宅を売り込むなど海外への販路拡大に取り
組む動きも見られる。

成長するアジア諸国との人的ネットワーク構築

青函圏連携

• 平成28年春の北海道新幹線開業
を前に、「サイクル・ツーリズム」を
新たな観光の目玉にするため、
国（北海道開発局・北海道運輸
局）、道、青森県、関係市町村、
企業等による「青函圏サイクル・
ツーリズム研究会」及び「青森県
サイクル・ツーリズム推進協議
会」を発足。

• 青函両地域で研究会・推進協議
会を継続的に開催し、両地域を
周遊するコース設定・誘客促進等
について検討を進めている。

北海道庁・北海道大学・北洋銀行
によるＡＳＥＡＮ地域との連携覚書

出典：北洋銀行

• 北海道、北海道大学、北洋
銀行は、急速に交流が進ん
でいるＡＳＥＡＮ地域と北海
道地域との架け橋となる人
材育成に向けた連携・協力
のための覚書を平成26年2
月に締結。

• 留学生やインターンシップの
受け入れなどの取組を通じ
て、両地域に精通した人材
を育て、ＡＳＥＡＮ地域の活
力を道内に取り込むことを
狙う。

9
出典：函館開発建設部ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ（写真）

国土地理院ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ（地図）

青函圏ｻｲｸﾙ･ﾂｰﾘｽﾞﾑ研究会
（H27.4.24～25 青森市内）

青函圏ｻｲｸﾙ･ﾂｰﾘｽﾞﾑ研究会
（H27.3.25 函館市内）

連
携



Ⅲ．多様な人材の確保・対流の促進に向けて
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○ 地域を活性化し、価値創造力を高めていくためには、多様な人材の緩やかな「つながり」とコミュニケー
ションの「ひろがり」を促進するための仕組みづくりが必要。

○ このため、人々をつなげるファシリテーターやコーディネーターのような人材の発掘・育成や、産学官金
連携のプラットフォームづくりを進めていく。

主体 課題

住民・NPO
当事者としての意識が様々
資金力・マネジメント力の不足

企業
社会的活動を行うための理由付けやパート
ナーの不在

大学・研究機関 社会における実践の機会の不足

行政 柔軟性・機動力ある地域課題への対応

金融機関 地域企業の優良な資金需要の安定的確保

現状と課題 施策の方向性

多様な主体による地域づくりを推進
するために必要な取組（上位5件）

地域づくり活動に関する各主体の課題

43.4

44.3

45.9

47.6

63.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内在的資源の発掘・再評価

情報を多様な主体間で共有

地域経営という視点を持つ

方向性を主体間で共有

リーダー等の育成

重要 やや重要 どちらともいえない

あまり重要ではない 重要ではない

出典：「多様な主体による地域づくり戦略に関するアンケート
調査結果」（国土交通省）をもとに北海道局作成

地域における多様な
得意分野・個性を持
つ人々が積極的に
取組に参画するきっ
かけづくり

関係者の緩やかな
人脈や取組のネット
ワーク形成とその拡
大

取組の主体的・持
続的なマネジメント

○多様な人材の緩やかな「つながり」とコミュニケーションの「ひろ
がり」を促していくため、具体的に下記３つの取組を促す仕組み
づくりが必要。

必要な
施策

必要な
施策

産学官金連携のプラット
フォームづくり

産学官金の
プラットフォーム

人々をつなげるファシリテー
ターやコーディネーターのよ
うな人材の発掘・育成



Ⅲ-①．多様な地域づくり人材の発掘・育成（リーダー像の例）
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タイプ① ビジネス型リーダー
事業性・収益性を確保した活動の展開を通じて
地域の課題解決と活性化に寄与できる、高い
専門性を有した者

【求められるリーダーの資質】
世界にも挑戦できる高い理想とビジョン
組織のマネジメント力・経営能力
ビジョンを実現するための連携力

タイプ② 地域コミュニティ型リーダー
地域の人を巻き込み、様々な制度を駆使する
など、使える資源を最大限に活用しながら暮ら
しやすい地域づくりに取り組む者

【求められるリーダーの資質】
様々な意見をまとめ上げる調整力
世代や属性を超えて人を活動に巻き込む力
「合わせ技」で課題を乗り切る自活力

豊かな
自然

地域と
生きる

ワーク
ライフ
バランス

地域資源
の活用

世界水準
を目指し

プロが
切磋琢磨

• 持続的な地域づくり
活動のためには、運
営資金の確保や組織
のマネジメント能力が
不可欠。

• 異業種の「プロ」と連
携して地域経営を行
うことで相乗効果を図
るコーディネートの役
割が求められる。

• 「ダム機能」と「ポンプ
機能」の強化により、地
方部等では経験豊富な
リタイア世代等の増加
が見込まれる。

• また、地域おこし協力
隊等の人材は、不足す
る地域づくり活動の担
い手として期待される。

○ 地域を活性化し、価値創造力を高めていくためには、食・農業や観光などの事業活動を土台とした
「ビジネス型リーダー」や地域に密着した活動を行う「地域コミュニティ型リーダー」など、北海道の特
性に応じたリーダーの発掘・育成支援が必要。

1,600
1,700
1,800
1,900
2,000
2,100

平成22年度平成26年度

北海道への６５歳以上転入者数は
５年で約１４％増加

出典：総務省「国勢調査」

0% 10% 20% 30% 40%

なし

その他

ノウハウ

新展開の模索

PR・認知

施設

利用者数

制度・仕組み

担い手

資金

行政

企業・団体

出典：北海道「成熟社会に関する調査分析事業報
告書」（平成25年1月）

地域づくり活動の
課題の上位は

「資金」「担い手」



取組例） 多様な地域づくり人材の発掘・育成

○ 地域資源を発見し、新たな切り口で組織・人や事業を結びつけ、価値を創造・発信していく人材や地域
ぐるみの活動を創出できる人材の育成を推進。

• 弟子屈町では、観光を基軸としたま
ちづくりに活躍する人材の育成を目
的に、平成20年度から「観光カリス
マ塾」（現「てしかが観光塾」）を開
催。

• 観光のまちづくり、観光の学問的研
究、観光の現場で活躍している
方々を講師に迎え、その事例紹介
やノウハウの伝授、ワークショップ
などセミナー形式で集中的に行い、
地域の観光振興を担う人材の育成
を進めている。

観光分野における人材育成事例「てしかが観光塾」

出典：てしかがえこまち推進協議会事務局資料

せわずき・せわやき隊（すきやき隊）の事例

• 地域の子育て経験者や人生経験豊富な高齢者などが、子ども
や子育て家庭に対して、身近で子育て支援を行うボランティア
団体「せわずき・せわやき隊」を組織している。

平成26年3月現在
道内95市町村で実施

○退職教職員が児童館で、児童に対し
て宿題の手助け等の学習支援を行う
ことで、学力の向上につながってい
る。（遠軽町）

○子育て経験者による一時預かりボラ
ンティアを実施することにより、親のサ
ポートにつながっている。（天塩町）

• 食品開発に関する知識や総合的なビジネススキル等を有する
人材の育成を目的に、平成22年開講以来、計101名が修了。

【オホーツクものづくり・ビジネス地域創成塾】

受講生のプレゼンテーション報告 東京ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾐｯﾄで優秀賞を受賞
出典・写真提供：東京農業大学

大学と民間事業者等の連携による地域ビジネスを担う人材育成

• また栗山町農業振興公社では、優れた農業のトップリーダーを
育成するため、経営センスに優れた企画・管理能力の向上を始
め、生産技術や加工流通・販売手法等について2年間にわたり
実践研修で学ぶ「くりやま農業未来塾」を平成14年度に開設。
平成26年度までに43名が受講している。

• 酪農学園大学、北海道大学、帯広畜産大学
は、地域ニーズに応えられる教育や情報提供
の場として「農学エクステンションセンター」を平
成20年度に開設。
道内の一次産業が盛んな地域8カ所に「農村サ
テライト」を設置し、遠隔講義や実習活動等に
取り組んでいる。

農業経営者等の育成事例「くりやま農業未来塾」

出典：栗山町農業振興公社ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

12
出典：北海道庁ホームページ

• 新商品開発の事業化や、修了生を中心としたNPO法人創成
塾の設立等の成果を発揮。



Ⅲ-②．産学官金連携のプラットフォームづくり
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○ 地域を活性化し、価値創造力を高めていくためには、行政のみならず、地域経済界、大学等の研究
機関、ＮＰＯ、地域住民など、多様な主体が連携・協働し、取組を持続的に進めていくことが重要。

○ 特に、多様な関心や専門分野を有する人々の主体的な参画を促進するためには、テーマごとに取組
を持続的にマネジメントする組織体としてプラットフォームを形成し、これを重層的に展開することに
よって、地域の課題解決につなげていくことが必要。

地域の価値向上
競争力の強化へプラットフォーム

新しい価値を創出するための、
情報交換、連携を促進する場

道内外
他地域

海外

交流促進
（ヒト・モノ・

情報）

地域のポテンシャルを正確に
把握した上で、関係者が一体

となって取り組む

地域内の地域資源を活用しつ
つ、地域外の資源も取り込む
ことにより、地域発の新たなイ

ノベーションを創出
出典：日本政策投資銀行資料を参考に北海道局作成

（テーマの例）
• 道外からの投資の支援
• 地域ビジネスを担う人材育成

• 地域資源の活用による地域づくり
• 新たなライフスタイル・働き方 等



取組例） 多様な主体の連携による取組

オール北海道で取り組むブランド戦略

• 平成26年２月から３月にかけて、ベトナ
ムホーチミン市において、北海道の高
品質な乳製品を使用し、「冬」「雪」をコ
ンセプトとしたスイーツのテスト販売を
実施。ＳＮＳ（サッポロビールが運営す
る北海道の魅力を紹介する多言語の
Facebook「北海道 Likers」）との連携も
実施。

• 「クール HOKKAIDO」は、関係企業や団体などオール北海道
で本道の魅力や強みを丸ごと世界に売り込み、輸出はもとよ
り、技術交流や誘客、交通ネットワークの拡大など、海外市場
の成長力を本道に取り込んでいくことを目指す活動。

「クールHOKKAIDO」ロゴ

○ 企業、大学、ＮＰＯ等の力を活用した、北海道の関係者が一体となった地域の活力維持・成長に向け
た取組が進みつつある。

「わが村は美しく－北海道」運動

• 北海道内各地での住民主体の地域活性化活動を支援すると
ともに、貴重な地域資源情報として事業の推進に役立て、農山
漁村の発展に寄与することを目的とした運動。

• コンクールを通じて、農山
漁村における地域の魅力
と活力を高めようとする住
民主体の活動を見出すと
ともに、これを広く発信し
波及させていくことによっ
て農山漁村の振興に寄与
することを目指している。

民間企業等との包括連携協定（シーニックバイウェイ）

・Follow Me Japan Pte. Ltd.との連携により、シンガポールでの年間
２回の大規模イベントで旅行関係者及び一般に向けて、北海道を
含め日本への旅行ＰＲ・参加申し込み活動を実施。

シンガポール最大国際旅行フェア
（NATAS）への情報提供

Follow Me Japan Pte. Ltd. 
（H24.12.1締結） 出典：北海道国際ビジネスセンター ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

14

出典：北海道開発局ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

出典：北海道開発局ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ



取組例） 多様な主体の連携による取組
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産学官が連携した共同受注体制の構築

○ 地域資源を活かし、多様な主体が連携しながら地域の活性化につながる取組が展開されている。

• 鉄のまちとして栄えた室蘭において、仕事が減少する状況を打
開しようと、室蘭市内の機械・建築業者、大学の研究者などが
集まり「北のものづくり総合技術交流会」を平成20年に設立。

• （株）北洋銀行と（株）青森銀行は、 （株）北洋キャピタル、 （株）地
域経済活性化支援機構のファンド運営子会社であるＲＥＶＩＣキャ
ピタル（株）と連携し、「青函活性化ファンド（名称：青函活性化投
資事業有限責任組合）」を平成26年５月に設立。

青函地域の活性化にむけたファンドの設立

• 投資第１号案件として函館の創業135年の老舗である株式会社
五島軒への投資が決定。

• 五島軒では青
函両地域のリ
ンゴを使った
ロールケーキ
を製造し、販
売している。

学生が地域と協働するプラットフォーム「本気（マジ）プロ」

• 小樽市と小樽商科大学は包括
連携協定に基づき「商大生が
小樽の活性化について本気で
考えるプロジェクト」（通称：「本
気プロ」）を推進。

• 「本気プロ」では、商店街活性
化や食のプロモーションなど地
域課題の解決への取り組みを
通して、地域の人と共に学び考
える教育効果と、大学と地域の
協働プラットフォーム構築を目
指している。

ターゲット設定や市場調査から商
品開発・発売まで手がけ、4週間
の期間限定で販売したオリジナ
ルスイーツ11,000個を完売

出典（一財）地域活性化センター「平成26年度地域
活性化ガイドブック～高等教育機関とそのマンパ
ワーを活用した地域の活性化～」

• 将来における豊かで活気のある漁村を構築するため、漁業者、漁業
協同組合、地域住民、商工・観光、農業・行政などからなる協議会を
平成16年に設立。

【落石地域マリンビジョン協議会】

多様な主体の連携による地場水産物の消費拡大

• 「船上活〆あきさけ」や「船上沖
詰さんま」といった地域ブランド
「しお風」の首都圏等での販促
活動による流通促進や、落石
岬等を巡るフットパス、希少野
鳥エトピリカ観察を目的とした
遊休漁船活用によるバードウ
オッチング等による観光客の誘
致等の活動を展開している。

【北のものづくり総合技術交流会】

• それぞれが
有する要素
技術を組み
合わせた提
案型のビジ
ネスに取り組
んでいる。

出典：北海道経済産業局「中小企業新事業活動促
進法に基づく新連携計画の認定について」

出典：北海道開発局ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

出典：北海道局ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ



Ⅳ．アイヌ文化の振興等

○ アイヌ文化等に関する国民理解の促進等により、我が国の多様な文化の発展に寄与し、また、アイヌ
の人々の社会的・経済的地位の向上を図り、もって共生社会の実現に向けた先導的な役割を果たす。

現状と課題

施策の方向性

アイヌ政策の背景・意義

アイヌ政策の当面の課題

次世代を担うアイヌ文化等の伝承者育成が急務。

アイヌに関する国民理解の状況に未だ課題がある。（平成
25年10月のアイヌ政策に関する世論調査の結果では、３人
に１人が「平等ではないと思う」と回答。）
先住民族政策は、先進国に共通する重要課題であり、我が
国も積極的に取り組んでいる姿勢を国内だけでなく海外に
も広く発信する必要がある。

平成26年6月 「民族共生の象徴となる空間の整備及び
管理運営に関する基本方針」を閣議決定
（骨太方針にも盛り込み）

アイヌ文化の復興に配慮すべき国の強い責任
先進国では先住民族政策を積極的に推進

アイヌ文化の継承、新たなアイヌ文化の創造・発展
アイヌの人々の民族としての名誉と尊厳の保持
多様な価値観が共生し、活力ある社会の形成

先進国が施策を講じている主な先住民族

オリンピック競技大会における先住民族によるパフォーマンスの例
【2000年シドニーオリンピック】

聖火リレーにおいて、アボリジニの陸上競技選手が最終ランナーを務めた。

【2010年バンクーバーオリンピック（冬季）】
イヌイットの文化をモチーフとしたシンボルマークが採用され、開会式のセレモ

ニーでは、伝統的なパフォーマンスが披露された。

○「民族共生の象徴となる空間」の具体化
・アイヌの伝統等に係る体験交流等活動プログラムの検討 等

○アイヌ文化等に関する国民理解の促進
・2020年オリ・パラ東京大会に向けた海外への情報発信方策の検討 等

○アイヌの人々の社会的・経済的地位の向上
・北海道アイヌ生活向上関連施策の促進 16

アイヌ

イヌイット

インディアン

ネイティブ・
ハワイアン

マオリ

アミ族

アボリジニ

台湾

オーストラリア

ニュージー
ランド

日本

カナダ

アメリカ合衆国

ノルウェー

スウェーデン

フィンランド

サーミ

出典：国土地理院ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ（地図）

ハワイ



Ⅴ．世界水準の価値創造に向けて （展開イメージ）
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○ 北海道新幹線開業等による交流人口の拡大は、北海道の「価値創造力」を発揮する絶好の機会であ
り、道外から見た北海道の魅力を再認識できる大きな契機でもある。

○ 地域活動のさらなる飛躍を目指すには、関係者が緩やかに連携・情報共有を行い、地域づくり人材の
広域的・横断的な支援・協働体制が必要。

⇒ 「北海道価値創造パートナーシップ活動 ～つながる・ひろがる・はなひらく～」を展開

計画期間（10年間）

• 2020オリ・パラ東京大会
• 「民族共生の象徴となる空間」一般公開

• 北海道新幹線開業 • 北海道新幹線札幌延伸

2016 2020 2030

＜パートナーシップ活動での主な意見・課題＞

• 「田舎であればあるほどおもしろいこと
ができる」というマインドの醸成

• 交流・連携関係を構築するきっかけの
場づくり

• 中央とローカル、ローカルとローカルを
結ぶ人脈と情報の不足

• 地域に入って各論を具体的に動かす
人の不在

• ローカルアイデンティティが発揮され、
イノベーションが生まれる仕組みづくり

• 情報発信の支援
• 交流・相談・学びの場の提供
• 協働の場の創出

多様な人材が活発な交流・コミュ
ニケーションを経験することで、地
域活動のさらなる飛躍を目指す

【パートナーシップ活動で取り組むべき施策】

計画推進のための
パートナーシップ活動

計画策定に向けた
パートナーシップ活動

パートナーシップ関係の
定着・発展

世界水準の
北海道価値創造へ

新しい価値を創出するための、
情報交換、連携を促進する

「北海道価値創造パートナーシップ」

2050

（※）

※パートナーシップ活動：地域の課題解決・活性化に携わる方々から意見を伺い、開発計画の立案・推進に活かすとともに、地域づくりの関係者相互の協力関係の促進を図る活動。


